
１ 国外不動産の減価償却費 

不動産は土地建物まとめていくらという形で契約し

て売買することがあります。この場合、土地・建物の

価額を合理的に按分してそれぞれの取得価額を求める

ことになります。たとえば、消費税から建物の価額を

逆算する方法、土地と建物の固定資産税評価額の価額

比で按分する方法が代表的です。 
もっとも建物の取得価額が多くなるように操作する

ことで、買主側では減価償却費を多く計上することを

考える人もいます。この問題は納税者と国税当局の間

でしばしば、争いの種になってきたところです。 
国内の納税者が、アメリカの賃貸用コンドミニアム

を土地建物を一括で買って、建物の取得費を購入にか

かった金額の 80%として減価償却をしたところ、税務

当局から否認された事例があります（国税不服審判所、

令和 2 年 6 月 4 日裁決）。 
この納税者は、投資するにあたり、斡旋業者が紹介

したパンフレットなどに米州の相場では土地は金額の

20%程度、建物は 80%程度となるのが一般的と記載さ

れていたことから、これを基に減価償却費の計算の基

になる建物の金額を按分したのです。 
しかし、国税当局はアメリカでの不動産税（固定資

産税）の査定価額を基に按分するのが合理的として、

納税者の建物価額が高すぎる結果、減価償却費も過大

だとして否認しました。国税不服審判所はこの処分を

支持しています。 
２ 固定資産税の還付金 
固定資産税・都市計画税（以下、固定資産税等とい

う）の土地等の評価額に誤りが見つかると、還付金を

もらうことがあります。この場合、還付金をどのよう

に扱うか問題になります（国税不服審判所、平成 30
年 2 月 13 日） 
土地の貸付けで不動産所得を得ていた A さんは、平

成 8 年度から平成 27 年度分までの固定資産税等につ

いて、同年 9 月、評価誤りを見付け地方税務当局に評

価誤りを訂正迫り、過誤納金還付を請求しました。 
地方税務当局は、評価誤りを訂正し、平成 23 年度

から 26 年度分の納め過ぎとなっていた固定資産税等

と還付加算金併せて約 90 万円を還付する通知をする

とともに、平成 8 年度から平成 22 年度の納め過ぎの

固定資産税等については、地方税法上還付不能となっ

た場合に対応する「要綱」等に基づき、約 420 万円を

補填金として支払う通知をしました。 
これを受けて A さんは、平成 27 年分の所得税の当

初申告では還付金・補填金を不動産所得の総収入金額

に算入していましたが、平成 8 年度から平成 22 年度

の補填金は非課税、平成 23 年度分以後の還付金は平

成 23年から平成 26年のそれぞれの年分の不動産所得

の金額の計算上必要経費の金額を減算すべきとして更

正の請求をしました。しかし、国税当局はこれを認め

なかったことから争いになったものです。 
A さんは補填金について「損害賠償金に類するもので、

必要経費を補填するための金額ではない」、「平成 23 年

度から平成 26 年度分の固定資産税等は還付通知を受け

たことにより遡って過誤納となった。還付金は本来必要

経費に算入できない金額であるのに算入していたから

各年分の必要経費を減算すべき」と主張しました。 
国税不服審判所は、補填金について所得税法 9 条の非

課税規定を受けた所得税法施行令 30 条に規定する「不

法行為その他突発的な事故により資産に加えられた損

害につき支払いを受ける損害賠償金」に類するものに該

当すると認定。また、国税不服審判所は施行令 30 条の

括弧書き「これらのものの額のうちに損害を受けた者の

各種所得の金額の計算上必要経費に算入される金額を

補填するための金額が含まれている場合には、当該金額

を控除した金額に相当する部分」の趣旨について、損害

賠償金等の額のうち「必要経費に算入される金額を補填

するための金額」を控除するのは非課税所得と必要経費

の控除という二重の控除を防ぐためと指摘。 
そのうえで「平成 8 年分ないし平成 22 年分の不動

産所得の計算上必要経費に算入した固定資産税等は、

必要経費として別建てで計算されており、補填金はそ

のうち還付不能となった固定資産税等の相当額を補填

するものだから非課税から除外される「必要経費に算

入される金額を補填するための金額」に該当すると判

断しました。 
平成 23 年分以後の還付金については、国税不服審

判所は「還付金の支払請求権は平成 27 年の過誤納金

還付・充当通知書により確定したものとみるのが相当」

として、この金額は平成 27 年分の不動産所得の総収

入金額に算入すべきもの」と判断しています。 
（遠藤 純一） 
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不動産所得の計算で争いになった最近の事例 
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